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現代中国の国際認識の基本形の形成
－現代中国以前の基本文献を読み解く－

趙 宏偉法政大学キャリアデザイン学部教授

はじめに

現代の政治や外交の研究は時事のウォッチングが欠かせない。しかしそれば

かり追っていると，目まぐるしく変わる時事の表象に惑わされてしまい，その

中で変わらない，または変わりにくい本質を見失ってしまう。

小稿で言う「国際認識」は一国の国際認識の主流を成すものを指す。現代L|」

|玉|の国際認識は，時期や課題や指導者によって多彩な変化が見られる。しかし

長いスパンでみると，国際認識の基本形のようなもの，つまり変わらない，変

わりにくい本質の部分を見出すことができる。ｌｉＫ１際認識の基本形は時期や課題

や指導者といった要素を横断して国の外交政策にインパクトし，外交政策の形

成を導く基本要素のようなものである。それを把握することは，時事のウォッ

チングにとって必要不iil欠な条件である。

国際認識の基本形は歴史のL|｣でステレオタイプ化された国際認識である。小

稿は紙幅の制限もあってとりあえず現代中国以前，共産党革命が始まってから

の時期における歴史の節目を示した基本文献をピックアップし，それらを通し

て現代中国の国際認識の基本形の形成を考察してみる。具体的な時期は，第１

次世界大戦後の|u界秩序形成の1919年から第２次世界大戦後の世界秩序形成の

1950年までに限定する。この時期の始まりはちょうど中国の共産党革命の始ま

りであり，その終わりはちょうど共産党'1ｺ国の建国の時期である。このような

世界秩序の形成・崩壊・形成，それに相俟って中国共産党の革命の開始・進

行・成功の時期は，現代中国の国際認識の形成にとって最も重要な時期だと考

えられる。なお，基本文献のピックアップにおいては，歴史の連続性という祖
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点を重んじ，現代中国による国際認識の継承を意識して，それに意味をもつ中

国と諸外国の文献を視野に収める。

中国では，1919年５月４日に発生した「五四運動」を現代中国，または共産

党による中国革命の始まりとする歴史区分の学説がある。この学説の正否判断

をさておき，この時期，第１次世界大戦後から，中国の国際認識にはいくつか

の特徴が鮮明に現れた。この時期に「民主」と「抗日」が表裏一体の意識とし

て現れ，そして市民運動と民族運動が表裏一体のものとして始められた。この

時期から，中国は大国地位の回復を追求し始め，その中で国際連盟，アメリカ，

ソ連への積極外交を始めた。

Ｉ第１次世界大戦後の世界秩序形成期（1919年～1931年）

(文献１）

｢北京市民宣言」

1919年５月４日

陳独秀

中国民族は平和を切に愛する民族であり，今日内外から忍び難い圧迫を受け

ているが，依然として平和の旨を基本に政府に対して最後最低の要求を下記に

記す。

ｌ対日外交において，山東省の経済権益を放棄せず，中華民国４年（1915

年)，７年（1918年）の２回の辮約を破棄する。

２徐樹，曹汝森，陸余興，章宗祥，段芝貴，王`壊慶６人を罷免し，北京か

ら放逐する。

３陸軍統領と警備司令のiiiii機関を廃止する。

４北京保安隊は市民によって組織される。

５市民は集会，言論の自由について絶対的な自由権を有する。

われわれ市民は依然平和的な方法でこれらのlEl的の達成を望んでいるが，も

し政府が平和を顧みず，市民の希望を完全に受け入れなかったら，われわれ学

生，商人，労働者，軍人などは，ただ直接行動を以って根本的な改造を図るで

あろう。

ここに宣告し，内外の紳士女史にこの旨へのご諒解を敬って願いたい。
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（韓泰華主編「中国共産党一策１回党大会から第15回党大会まで（上)」北京

出版社，1998年，６－７ページ。趙宏偉訳）

(解説）

「北京市民宣言」は中国史上の初めてのTl丁民宣言であった。それに示された

ように，「民主要求」は「抗日」の自由を得るためであり，中国の市民運動と

民族運動は最初から表裏一体のものであった。

1914年に第１次世界大戦がはじまり，Ｈ本政府はドイツに宣戦した後，中国

政府に対して「対華21か条の要求」を突きつけ，密約を強制的に結ばせた。

｢対華21か条の要求」は，ドイツが山東省で持っている殖民特権を日本が継承

することをはじめ，華北，東北，内モンゴルといった中国北部における経済権

益に対する独占優先権，及び中国の|玉|家財政，瞥察，軍備などにわたる支配権

を求めることを主な内容とした。後，1937年からの日中全面戦争期に，日本政

府のさまざまな対華要求もほぼ「対華21か条」の域を出ておらず，「対華21か

条」は日本の中国戦略の基本目標を示しているといえよう。

1919年のパリ講和会議で中国が戦勝国の一員としてドイツの山東省での特権

の返還を求めた際,ｎ本は前記の密約を持ち出してドイツの特権の継承を求め，

そして列強より認められた。

この時，中国人民ははじめて日中間に「売国密約」があったことを知り，５

月４日から北京大学の学生を先頭にそれを糾弾する抗議運動が繰り広けられ

た。これは「五四運動」であった。北京大学の陳独秀教授は「北京市民宣言」

を書き，胡適教授は英語にも訳し，そして陳独秀と李大両教授は一緒に街頭に

立ち，それを散布した(')。「五四運動」はこの「北京市民宣言」が示唆したよ

うに１１１国初の市民運動であった。

「五四運動」の中で陳独秀と李大は共産党を創設すべきという点で意見が一

致し，その後結党の活動をはじめ，1921年７月に2人を中心に中国共産党が創

立された。このように抗日救国と社会主義は結党時から共産党の党是であった。

北京大学の学生は「五四運動」の発動者として誇りを抱き，後の「12.9運

動」(1936年の反日学生運動)，「第１次天安門事件」（1976年の毛沢東批判集会)，

｢第２次天安門事件」（1989年の民主化運動）などは，すべて北京大学学生に
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よって発動された。

中華民国政府は「五llLl運動」を境に市民運動の圧力と支持を盾に国権回復，

国益擁護のための外交活動を進めていった。九カ国条約の成立（1922年)，中

ソ国交回復と断交（24年と29年)，蒋介石による中国統一とパリ不戦条約への

参加（28年)，国際連盟常任理事国入りへの外交努力，自主関税の実施，治外

法権撤廃断行宣言（31年）など一連の外交活動が見られ，その中で国際連照重

視，英米中心，［|本抑止，大隆|地位の回復の追求といった国際認識の基本形が

示された。

(文献2）

｢コミンテルンへの馬林中国代表の報告書」

1922年７月１１日

（略）

私はわれわれの同志たちに次のように提案していた。国民党に対する排斥的

な態度を捨て，国民党の中に入って政治活動を展開すべきである。この方式を

通して南方の労働者と兵士たちに近づく大変便利なルートを獲得することにな

るだろう。党は自らの独立性を放棄する必要がない。逆に，同志たちは国民党

の中で必ず一致した政策をとらなければならない。国民党の指導者たちは私に，

国民党の中での共産主義宣伝を認めると伝えてくれた。しかし，われわれの同

志たちはこの提案に反対している。彼らは'五|民党と連合しない場合，そこらの

弱小団体として自らの宣伝範囲を拡大させる見込みが大変暗いものになる。若

い学生の中で宣伝の機会があるくらいである。（略）

（中国共産党中央党史文献,研究室編，中国現代革命史資料叢刊「馬林在中国

的有関資料（増訂本)」人氏出版社（内部発行)，1981年初版，1984年重版，

20-21頁。趙宏偉訳）

(解説）

「馬林提案」に従ったことにより，中国共産党は少数知識人のグループから

全国規模の政党へ発展する道が開かれた。

馬林（中国語名）はオランダ人であり，本名はHendricusSneevliet（1883
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年～1942年）である。1921年～1923年，コミンテルン執行委員会委員として

中国に滞在し，中国共産党の結党，第１次国共合作の成立に指導的役割を果し

た。オランダに戻ってから国会議員などを勤め1942年にドイツ占領当局によっ

て処刑された(2)。

1920年，コミンテルンは第２回代表大会にて植民地問題決議を採択して民族

と植民地問題を重視する政策を打ちlL1L，そして中国に対して陳独秀ら共産主

義者の結党活動に資金と指導の援助を行い，翌年に馬林をコミンテルン代表と

して中国に派遣した。1922年に馬林は中国共産党に国民党への加入を通して活

動を拡大していくことを提案したが，党中央委員会より「共産党の階級性を損

なう」として拒否された。彼はモスクワに行き，コミンテルンに自らの提案を

報告した。コミンテルンは７月に「馬林提案」をコミンテルンの政策として決

定し，また８月に中国に戻る馬林に「コミンテルン中国代表への指示」という

文書を手渡した。８月に中国共産党は特別会議（西湖会議）を開き，コミンテ

ルンの「７月決定」「８月指示」を受け入れることにした。その後，共産党は

国民党に加入するという形での「第１次国共合作」を通して公に大規模に活動

を展開し，1927年の「合作の破裂」までに国民党に次ぐ百万党員を擁する全国

規模の政党に発展した【31・

中国共産党は1通|内外問わず，相手との共同利益を見つけて拡大し，自らの目

標を実現させるための「統一戦線」を組むことを党の伝統とし，そして「統一

戦線」の結成のために極限までの妥協を図る柔軟性もしばしば示す。このよう

な伝統の形成は共産党の結党時の経験に遡ることができるものである。

また，スターリンの指導下のコミンテルンは，第１次国共合作と第２次国共

合作（抗日戦争時）をはじめとするいくつかの節|]に未熟な中国共産党に適切

な指示を与えていた。こうした経験から，毛沢東ら第１世代の共産党指導者は，

社会主義国際主義の責務や国際共産主義運動におけるリーダーシップの必要性

についての意識を強く持っていた。

Ⅱ戦後秩序の崩壊と日中戦争期（1931年～1945年）

(文献3）

｢満州の事態に関する米大使通牒」
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1932年（昭和７年）１月８日

錦州方面二於ケル最近ノ軍事行動二伴上千九百三十一年九月十八日以前存在

シタル南満州二於ケル支那共和国政府ノ最後二残存セル行政的権力ハ破壊セラ

レタリ米国政府ハ最近国際連盟ニ依り権限ヲ付与セラレタル中立委員会ノ事業

力日支間二現存スル確執ノ終局的解決ヲ容易ナラシムヘキコトヲ依然確信ス然

シ乍ラ現下ノ状態並之二含マレタル目ラノ権利義務二鑑ミ米国政府ハ磁二日本

帝国政府及支那共和国ノ双方二対シ米国政府ハ支那共和国ノ主権独立又ハ領土

的若クハ行政的保全及一般二門戸開放ノ名ニテ知ラルル支那二関スル国際的政

策二関スルモノヲ含ム米国又ハ其ノ人民ノ支那二於ケル条約上ノ権利ヲ侵害ス

ルカ如キー切ノ事実上ノ状態ノ合法性ヲ容認シ得サルコト及日支両国政府若ク

ハ其ノ代理者ノ締結スル一切ノ条約又ハ協定ニシテ前記権利ヲ侵害スルモノハ

之ヲ承認スル意思ナキコト並日支両国及米国力当事国ダル千九百二十八年八月

二十七ロノパリ条約ノ約束及義務二違反セル手段ニ依り成立セシメラルルコト

アルヘキ一切ノ状態，条約又ハ協定ヲ承認スルノ意思ナキコトヲ通告スルヲ以

テ其ノ責務ト認ムルモノナリ

（外務省「日本外交年表主要文書・下」原書房，1965年）

(解説）

1928年末，蒋介石の中華民国政府は最終的に国内の統一を実現させた。中国

はさらに国際社会における大|垂|地位の回復を目指して積極的に国際連盟外交を

展開した。中国は国際連盟の常任理事国になることを目標としていた。当時日

本は常任理事国であり，中国はただの会員国であって，今日の国連における状

況と正反対であった。その矢先に満州事変（1931年９月18日）が起こった。蒋

介石は弱国として軍事対抗より外交戦という方針を取り，国際連盟とアメリカ

に強く働きかけた。このように，抗日のために中国のアメリカ中心外交が始

まったとも言える。

「米大使通牒」は日本の対華政策に対する「不承認主義」と称されるアメリ

カの政策をはじめて示した文書である。この「不承認主義」が貫かれていき，

終局には日米開戦に繋がっていった。

満州事件の直後に，アメリカは深入りを避けつつ，幣原外相に平和解決の望
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みを抱いた。しかし11月24日，幣原外ｷ１１は取部とも合意したとして南満の錦

州にまで戦火を拡大しないことをアメリカに約束してから３日目の27日に，関

東砿による錦州侵攻が始まった。アメリカは日本の約束違反に怒って弊原外相

の対米約束を公にし，また中国の働きかけ通り日本の軍事行動を「パリ条約」

と「九カ国条約」を破った侵略行為として厳しく非難した。「弊原約束」の公

表は日本|蚕|内で政治危機をもたらした。箙部は「統帥権」を犯したとして「弊

原約束」を批判した。それが引き金となって，１２月に若槻内閣が総辞職した。

そして1932年１月３日関東軍は錦州を占領した。１月８Ｈにアメリカ政府は前

記の「米大使通牒」を日本政府に送付し，「不承認主義」を宣言した。

アメリカは日本の軍事行動が「|JRI際迎MH懸箪」や「パリ条約」という国際法

に違反したとして「不承認主義」をＩＩｆ１え，唾|際連盟にも支持を求めた。後に|童｜

際連盟は「リットン報告書」の採択という形で満州国を承認せず，満州が中国

の領土であり，日本噸が撤退すべきであると中国の主張を認めた。

アメリカにとっては，国家政策が．[l公式に打ち出され，また国際社会より

公式に支持されると，正当化されることになり，変更の余地が少なくなる。中

国はその後アメリカに不承認主義の持続を求め続け，アメリカも「不承認主義」

を公式政策として貫いていった。

(文献4）

｢張学良の中国共産党入党」

張学良は1936年１０月，１１月の２m'１１１|玉1共産党に入党１１]請を提出していた。

lmlElに，共産党中央は会議を附き，下記のような対応策を決めた。

中国共産党は張学良と抗日民族統一戦線を結ぶI]的は，東北軍全軍を見方に

し，さらにこれをもって全国レベルの抗日統一戦線の樹立を成功させることに

ある。もし，張学良の入党を受け入れたら，東北躯の分裂を招くことになり，

全国抗日民族統一戦線の樹立に害することになる。したがって張学良の入党申

請を断る。

しばらくして，張学良は再び共産党への入党を求めてきた。共産党中央は今

回彼を秘密党員として受け入れることにしたが，彼が東北軍閥のボスという身

分に鑑み，コミンテルンに報告してその同意を求めた二しかし，ソ連は張学良
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が東北（満州）を支配していたとき，反ソ的であったことで，強い不満をもっ

ているため，反対意見を送ってきた。

公開されている「ソ連文11$」には，1936年１２月初めにコミンテルンの中国共

産党宛の電報がある｡それはコミンテルンが張学良入党に反対する電報である。

電文には，中国共産党は自らの勢力を拡大していかなければならないが，労働

者，農民，知識人の中の先進分子から党員を独得すべきであり，軍閥を党に取

り入れることで党を発展させるものではないと書かれた。

ソ連の強い反対にもかかわらず，’'''1|共産党は張学良の入党を受け入れた。

中国共産党は張学良が生きているllljに彼の入党をずっと秘密にしていた。それ

は張学良の身の安全のためであった。（『北京Ｈ報」2004年１月２日，趙宏偉訳）

(文献5）

｢櫨溝橋事件についての厳正な談話」（騒山談話）

1937年７月１７日

（略）われわれは弱国である以ＩＬ，岐終局面が訪れたとき，全人民の命をか

けて国の生存を求めるしかない。戦''１には妥協がもう許されない。戦中の妥協

が全面降伏，徹底滅亡にほかならないことを認識しておかなければならない。

いわゆる「最終局i､」の意味は，！IHli終Miiiが訪れると，われわれが最大限の犠

牲を払い，徹底的に抗縦するしかないということである。最大限の犠牲を払う

決心があってはじめて玻終勝利を勝ち取ることができる。全国人民はそれを

はっきりと認識しなければならない。（''1略）

今，衝突はすでに北平（北１１(）の玄１１Uの柵洲橘に来ている。もし櫨溝橋が人

に強制占拠されることを許したら，われわれの数百年の古都，北方の政治的文

化的中心と軍事重鎮の北平が第２の辮陽になってしまう。今Ｈの北平が第２の

辮陽にされてしまったら，今'1の堆北が東北4省のように日本の支配下に入っ

てしまう。北平が第２の瀞賜になってしまったら，今度は南京が今の北平にな

り，倭遜が城下に臨む。したがって櫨榊IWiili変は全腫Iレベルの問題であI)，そ

れが終息するかどうかは，まさに岐終ﾊﾞﾘiiiiの境'1である．（略）

（｢先総統蒋公全集」第２巻，１１１１K|文化大学|}１版部（台湾)，1984年，1063‐

1064頁，趙宏偉訳）
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(解説）

張学良は1936年12月初めにll1lJil共産党に入党した。張学良，共産党，コミ

ンテルンの謀議があって12)]１２１－|に西安で，脹学良はllIi北jlf司令官の腸虎成

と共lT1で蒋介石を拘束して，内戦の停止，共産党との抗|｣統一戦線の結成を

迫った。これは「西安事変」である。蒋介石は張学良らの条件を受け入れて釈

放された。

翌年７１１７日，櫨榊橘斗Ｉ変が起こり，７月171二1に蒋介ｲ｢は「嘘111談話」を発

表したが,それは，彼がこの時点に全面戦争を決心したことを示す文献である。

'1本の「ｲ{拡大方針放棄の'３１縦決定」がｌか月後の８)1171二1のことであり，そ

してその後も終始華北支配を戦略目標としていたことに鑑みれば，日中全mi戦

争は[''1到側が決断し，しかも非妥協的で最終勝利まで遂行したことがわかる。

蒋介ｲ｢は早く1933年4)jl211に対１１戦略を以下のように語った。

「１３９１抗戦は持久するほどｲ｢利になる。例えば３ｲ|【５ｲlH抵抗し続けたら，［R｜

際社会に何らの新しい局111iが必ずみられ，敵の自国内部にも新しい変化がみら

れると思う。かくして我がlRl，我が民族はようやくノLｸﾋﾟｰ･生の望みが持てると

考える｡｣'！）

蒋介石は弱国にして「全iiliIiiMiJ「持久戦争」をし，その中で国際情勢の変

化に望みを託すという戦略を立てた。彼は「鯨呑みにあらず，蚕食いにある」

をよく’１にしていた'５１．つまl)，弱膣lだが大国である''1国にとっては，メL存み

にされることはないが蚕食いのようにまず東北，次に華北と－．口一口に食わ

れることはありえる。したがって「一旦戦端が始まると，必ず長期戦争に持ち

込み，長期戦を以って11k終勝利を勝ち取らなければならない」（蒋介石「1936

ｲlS9)j2511ロ記｣)(`)。

蒋介石は７月１７日の「MiillI談iWi」で[1本側が求めている妥協の諸条件をすべ

て}Iii[札た゜さらに中112111(は８１}13[1に上海の[|本11[駐屯地に対して先制攻喋

を↑j:い，戦場を華北以外に広げた。蒋介石は局地戦争を許さず全面戦争を敢行

した。そして開戦後４ｲlillに，望み通り日米ＩＨＩ伐という新しい国際局lhiが訪れ

た。ただし，対日持久liihの'|'で，民衆動員やゲリラliUtqli･に腿ける''二'１](|共産党の

強火化が醸成された。
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(文献6）

｢ルーズベルト・メモ」

(1941年１１月21日）

ｌ，アメリカは対日通商を再開，目下若干量の油と米に限定，後に増やす。

２，日本はベトナム，中国，南洋各地にfifの増派をしない。

３，日本はアメリカが欧戦に参力|]した場合でも３厘Ⅱ剛盟を発動しない。

４，アメリカは日中交渉の開催を促成するが，交渉にはタッチしない。その

後太平洋協議を立ち上げる。

（｢アメリカ|正l務省公文書｣，黄仁宇「従大歴史的角度讃蒋介石日記」時報出

版（台湾)，2002年２版，270頁より引用，趙宏偉訳）

(文献7）

｢ハル・ノート」

(｢合衆国及日本国間協定ノ基礎概略」1941年11月26日の米提案）

第１項

政策二関スル相互宣言案

合衆国政府及日本国政府ハオキニ太平洋ノ平和ヲ欲シ其ノ国策ハ太平洋地域全

般ニ亘ル永続的且広汎ナル平和ヲ目的トシ両国ハ右地域二於テ何等領土的企図

ヲ有セス他国ヲ脅威シ又ハ隣接国二対シ侵略的二武力ヲ行使スルノ意図ナク又

其国策二於テハ相互間及一切ノ他国政府トノ間ノ関係ノ基礎ダル左記根本諸原

則ヲ積極的二支持シ'二[之ヲ実際的二適用スヘキ旨閲明ス

(1)一切ノ国家ノ領土保全及主権ノ不可侵原則

(2)他ノ諸国ノ国内問題二対スル不干与ノ原則

(3)通商上ノ機会及待遇ノ平等ヲ含ム平等原則

(4)紛争ノ防止及平和的解決並二平和的方法及手続二依ル国際情勢改善ノ為国

際協力及国際調停遵拠ノ原則（略）

第２項

(略）

３，日本国政府ハ支那及印度支那ヨリ一切ノ陸，海，空軍兵力及警察カヲ撤

収スヘシ
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４，合衆国政府及日本国政府ハ臨時二首都ヲ重慶二瞳ケル中華民国国民政府

以外ノ支那二於ケル如何ナル政府若クハ政権ヲモ軍事的，政治的，経済

的二支持セサルヘシ

５，両国政府ハ外国租界及居fW地内及之二関連セル諸権益並二1901年ノ団匪

事件議定書二依ル諸権利ヲモ含ム支那ニ在ルー切ノ治外法権ヲ放棄スヘ

シ（略）

(外務省『'三|本外交文書」Ｈ米交渉下，1990年）

(解説）

「ルーズベルト・メモ」は[1本との妥協を図る大統領の指令であったが，国

務長官ハル（CordellHulDの名を取った「ハル・ノート」は，アメリカが日

米交渉において如何なる妥協をも拒否する立場を表明し，日米交渉の決裂を決

定付けた文書である。アメリカの対日政策には５１]間の内に180度の揺れが見

られた。蒋介ｲiはそれを促す陰の主役であった。

１１月に野村吉三郎大使と来栖三郎特使は，前後してアメリカに日本側の甲乙

２つの交渉案（11月７日と201]）を提示した。来栖三郎はさらに私案として一

時的な緊張緩和を模索する「臨時妥協方法」を打診した。アメリカは「臨時妥

協方法」に興味をもち，国務省は221｣に「ルーズベルト・メモ」を旨とする対

日経済封鎖の緩和を盛り込む「暫定協定案」を作成してイギリス，オーストラ

リア，オランダ，中国に打診した。

中国はすべての外交資源を動員してこの「暫定協定案」に反対した。蒋介布

は在米大使胡適ら政府高官，さらに対米外交のために長期滞在中の妻朱美齢，

義兄宋子文を通してルーズベルト大統領以下，各省庁長官にまで働きかけた。

蒋介石はまたチャーチル英首相に親電し「もし中国侵略の日本軍の撤退問題が

根本的な解決をみる前に，アメリカの対日経済封鎖が多少でも緩和されたら，

中国の抗戦は自信消失によって崩壊するに違いない」と訴え，ルーズベルトに

進言するように求めた。そしてチャーチルは11月２６日早朝ルーズベルトに打

電し「私たちの憂慮は中国にある。もし彼らが崩れてしまったら，私たちの危

機が大幅に高まるだろう」と進言した。

アメリカは日本の中国侵略に対して「不承認主義」を一貫政策としてきた。
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一貫政策の変更はハードルが高いものである。そのため中国とイギリスの反対

にあってすぐに元の原則論に戻り，チャーチル電報の数時間後に「ハル．ノー

ト」が野村と来栖に手渡された。そして翌lElに，ワシントンはハワイとフィリ

ピンに戦争への警戒を命じた。１０日後の12月７日に太平洋戦争が始まった。蒋

介石からみれば，それはロ'1'戦争の世界戦争化であり，彼は「抗戦の政略の成

果は本日に頂点に達した」と「日記」に書き記した(ｱ)。

蒋介石はすぐにも戦後処理における国益の確保を取り組み始め，目指すとこ

ろは１重|際社会における大匡|地位の回復であった'81。「大国化」の指標は他大国

より「パワーシェアリング」に応じられ，その周辺地域における中心国として

の地位が認められることである｡４３年11月，米英中によるカイロ会議が開かれ，

蒋介石夫婦ははじめてルーズベルト，チャーチルといった世界大国のリーダー

に伍することができた。そしてカイロ宣言は，中国の要求である満州，台湾を

はじめとする「日本が情国人から盗取したすべての地域を中華民国に返還する

こと」と朝鮮の独立を取り入れた('1.中風は英米より大国として認められたわ

けである。しかし後の45年２月のヤルタ会談では，中国が米英ソ大国のパワー

シェアリングから除外された上，中国の北部地域と朝鮮半島におけるソ連の権

益の承認まで密約された('0)。「|刀華民国の大国地位の回復は道半ばであった。

Ⅲ第２次世界大戦後の世界秩序形成期（1946年～1950年）

(文献8）

｢毛沢東の中間地帯論」（1946年８月）

アメリカ人記者，Ａ・Ｌ・ストロングのインタビューに，毛沢東は自らの国

際認識を語った。

「いいですか，これがアメリカ反動派です」と毛沢東は大きな碗をテーブル

の一方においた｡「それからそのlnlDに，まずアメリカ人民があります」小型

の白い陶器の杯が，大きな碗の周りに輪を描いて並べられた。「今度はソ連で

す」テーブルのもう一方の側に茶碗をおく。「ソ連とアメリカの間には，他の

資本主義諸国が全部！」これは，長くつらなった，さまざまな大きさの碗で示

された。毛は笑いながら碗をおき，その間に，マッチとタバコの箱をぎっしり

並べた。……
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「アメリカ反動派がアメリカの人民という関門を通りすぎたとしてみます。

次には，世界の他の資本主義諸国がやってきます。アメリカの大資本家たちは，

反ソという恐怖感を口実にして，他の資本主義諸国をアメリカの支配下におい

ています。アメリカの反動派の策略は，日本の帝国主義者の手｢|と極めて似か

よっています。日本の帝国主義者も中国で同じ|]実を使って，中国人氏に対す

る攻撃を隠蔽したものです」

「現在アメリカは太平洋で，かつてイギリスがもっていた勢力圏全体よりも

広い地域を支配しています。それは日本，中国，朝鮮の半分，それに南太平洋

に及んでいます。その上アメリカは，はやくから中南米を支配してきましたが．

いまや大英帝国と西ヨーロッパ全体を支配しようとしています。これは，これ

らの諸国とその広汎な人民大衆にとって，決して愉快なことではありません」

（太田勝供・朱建栄編「原典中国現代史・外交」岩波書店，1995年，28-30頁）

(解説）

国際共産主義運動の｢'１では，1947年秋に結成されたヨーロッパ諸国共産党情

報局であるコミンフォルムの創立大会において，アメリカを指導勢力とする帝

国主義的・反民主主義的lllli償とソ連を中心とする反帝国主義的・民主主義的陣

営との対立という「iii大陣営論」が国際，情勢認識の基本的枠組として提起され

たｃところが，毛沢東はアメリカ人記者のインタビューに応える形で米国とソ

連の間に資本主義諸国を含む広い中間地帯が存在しているという「中間地帯論」

と称される国際認識を示した。また，1949年６月にl1l共首脳はスチュアート米

大使の北京訪問希望を許可し，柔軟な外交姿勢を示した。結局，両者の接触は

アメリカ国務省が禁止したことにより，実現は見なかったＩｕｊ。

’'二J共は社会主義の｢１１|垂|を建設するﾉj針であり，それにアメリカとの敵対関係

の緩和も望めないため，ソ連を'二１１心とする社会主義陣営に加わることが国際関

係上唯一の選択肢となった。1949年７月に毛沢東はソ連への「一辺倒」を新中

国の対外基本政策として宣言して，ソ連をはじめとする社会主義陣営に属する

ことを表明し('2》，「中間地帯論」を封印した。そして1950年２月に中ソは軍事同

盟の取り決めを含んだ「中ソ友好同盟相互援助条約」を締結した113)。

しかし．５２年４月朝鮮戦争の休戦が見込めるようになり，中国が外交活動を
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積極化するのに当たって，４９年７月以来，中間勢力は認めないとした立場を改

め，中間勢力を再評価し，また２大陣営対立論を柔軟に解釈し直した(''１゜続い

て58年に毛沢東は「中間地帯論」を復活させた('5)。この年は中ソ間に亀裂が走

る年でもあり，「|]国は独立自主外交への取り組みを強めはじめたわけである。

(文献９）

中国内戦の平和調停についての「スターリンよりの中華民国宛電報の草案」

と「毛沢東からの提案電報」

｢スターリンよりの中華民国宛電報の草案」（1949年１月１０日）

ソ連政府は過去においても現在においても，中国内戦の停戦と平和の樹立に

賛成する。しかし，調停を引き受けるiiiに，ソ連政府は内戦のもう一方の中国

共産党がソ連の調停参加に賛成するかどうかを知りたい。そこでソ連は中国共

産党に中華民国政府の平和行動を理解させ，あわせて彼らにソ連による調停の

参加に賛同するように求めたい。（｢中蘇走liil同盟的雌歴程」229頁，趙宏偉
訳）

｢毛沢東からの提案電報」（1949年１月１１日）

ソ連政府は過去と現在一貫して，1つの平和，民主，統一の中国の出現を

願っている。しかし，どのような方式で中国の平和，民主，統一を実現させる

かは，中国人民自身の選択によるものである。他国の内政への不干渉という原

則に従って，ソ連政府は中国の内戦の双方に対して調停を行うことに同意する

ことができない。（｢中蘇走lflllill盟的難歴程」230頁，趙宏偉訳）

(解説）

毛沢東など中国共産党指導者は，ソ連が統一中国の出現を阻むことに動いて

いるとして，不信感を持った。このような「統一中国意識」は後の東アジア国

際関係にインパクトし，また中ソの決裂をもたらす一因となっていった。

４９年１月，共産党軍はすでに長江北部を攻略し，そして長江南部への渡江作

戦を準備しはじめた。中華民国側は米英の後押しを受けながら，ソ連に平和調

停を依頼した。中華民国は長江を境とする共産党との南北分治を狙い，米英も
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統一中国のような大中国，しかも共産党中国が出現するより，分断される中国

のほうがいいという思惑を抱いた。

ソ連指導者スターリンは毛沢東に電報で「中華民国宛の電報の草案」と中国

共産党への提案の電報を送り，中国共産党の意見を求めた。スターリンはまた，

毛沢東にソ連が平和調停の役を引き受けるが，中国共産党の同意を前提条件に

していること，そこで中国共産党が蒋介石をはじめとする内戦の戦犯を排除す

るような難条件を付けて中華民国よりの交渉拒否を誘うことなど策略を提案し

たu6)。

ところが，毛沢東はソ連が米英の中国分断の陰謀に|剛調しようとしているの

ではないかと強く警戒し，直ちに返電してスターリンに調停役を引き受けない

声明を出すことを求めた。スターリンは毛沢東の要求を受け入れたが，後の中

ソ決裂をもたらした毛沢東の対ソ不信は，この事柄で始まったと言える。

戦略家スターリンは大国中国の出現を見通して早くも49年７月から自ら毛沢

東にパワーシェアリングを持ち掛け，社会主義国際主義の大義の下で中国共産

党に外モンゴルを除く東アジア地域における指導的地位を譲ることにした('７１。

そして中ソは50年２月に「中ソ友好同盟相互援助条約」を締結した｡

(文献１０）

｢トルーマンの台湾問題に関する声明」（1950年１月５日）

合衆国は，台湾または中風のその他の如何なる領土を略奪しようとする意図

ももってはいない。合衆国は，今の時点において，特別な権利，すなわち特権

を得，あるいは台湾に軍事基地を建設する意思をもっていない。合衆国はまた，

軍隊を使用してその現状に干渉するつもりはない。合衆国政府は，合衆国を中

国の国内紛争に巻き込むことになるような道をたどることはないであろう。

同様に，合衆国政府は台湾にいる中国軍に対して軍事援助を提供したり，助

言を与えたりすることはないであろう。（太田勝供・朱建栄編『原典中国現代

史・外交」岩波書店，1995年，５１頁｡）

(文献１１）

｢毛沢東の朝鮮戦争参戦電報」（1950年10月１３日）
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(1)政治局の同志と協議した結果，我が軍はやはり朝鮮に出動するのが有利で

あると一致して認めた。（中略）

(2)われわれが上述の積極的な政策を選択したのは，中国，朝鮮，極東，世界

にとって有利であるからである。われわれが出兵しなければ，敵に鴨緑江

まで押さえられ，国内的にも国際的にも反動の鼻息がますます高まり，あ

らゆる方面で不利となろう。まず東北にとっていっそう不利となり，東北

国境防衛軍のすべてが引き付けられてしまうし，南満の電力が制御されよ

う。

要するに，われわれは参戦すべきだし，参戦しなければならない。参戦すれ

ば利益はきわめて大きいが，参戦しなければ損害が極めて大きい。（｢建国以来

毛沢東文稿」中央文献出版社（北京)，1987年，第１巻556頁，趙宏偉訳）

(解説）

「トルーマン声明」の１週間後（１月121]）にアチソン米国務長官は「アチ

ソン・ライン」と呼ばれるアジア・太平洋におけるアメリカの防衛線を発表し

た。その防衛線はアリューシャン列島から日本へと伸び，沖純諸島に至り，さ

らにフィリピン諸島に連なる。朝鮮半島，台湾はこの防衛線に含まれなかっ

た(131。

アチソンラインはアメリカがかつてカイロ宣言で認めた東アジアにおける中

国の大国地位を再確認するものであった。トルーマンは先のスターリンと同様

に大国中国の出現を見通して毛沢東にパワーシェアリングを持ち掛けたわけで

ある。ところが，翌月「中ソ友好同盟相互援助条約」が締結され，それはアメ

リカの目に中国が自主独立の大国というより，ソ連陣営の一員に成り下がった

と映った。アメリカは台湾と朝鮮半島がソ連の勢力範囲に入ることを危倶し，

｢トルーマン声明」と「アチソン・ライン」に示された中国政策が動揺し始め

た《'９１．

－万，中ソ期は相変わらず「トルーマン声明」と「アチソン・ライン」の有

効性を信じ，アメリカの政策が'１１国統一と朝鮮統一に介入しないものだと受け

｣こめていた。

共産党による中国統一の成功は，朝鮮とベトナム共産党を鼓舞した。「フル
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シチョフ回想録」により，1949年末，1950年初めに，金日成はスターリンに自

力で朝鮮統一戦争を敢行する決心を伝えた。スターリンは毛沢東とも相談した

が，朝鮮同志の決心を挫ける理由もなく，アメリカも介入しないだろうといっ

た点で一致をみせた120j・

毛沢東はスターリンより東アジアでの指導権を譲り受けて社会主義国際主義

の意識と東アジアの大国の意識を強くもち，台湾解放の準備，ベトナム解放の

指導・支援（50年２月から)(2Ⅲ，朝鮮統一の支援などに積極的にリーダーシッ

プを発揮するようになった。５０年５月，金日成はスターリンが毛沢東の同意を

条件としているため，北京に訪れて毛沢東に開戦の同意を求めた。毛沢東は同

意した。

ところが，５０年６月25日朝鮮戦争が勃発すると，アメリカは韓国支援措置を

直ちに取ると共に，トルーマン大統領は６月27日に台湾海峡に第７艦隊を派遣

し，「台湾に対するどのような攻撃をも阻止する」との声明を発表した樫)・

中国はただちに「アメリカの台湾侵略を非雌する声明」を発表し(型'，そして後

の10月１３mに朝鮮戦争に参加することを最終的に決断した。

１０月131]の「毛沢東の朝鮮戦争参戦電報」は，中国顕の参戦問題について協

議するためソ連に派遣された周恩来総理に毛沢東の最終決断を伝えるものであ

る。この電報はｌＯＨｌｌＨにモスクワから送られてきたスターリンと周恩来が

連署した「北朝鮮への米国支配を容認する｣，つまり北朝鮮を放棄してもいい

という内容の電報に対する返電であったが，その語気は意見する，または再相

談するというものではなく，毛沢東の参戦決定を一方的にスターリンに通告す

るものであったｃ毛沢東は社会主義国際主義の責務において担当地域の喪失を

受け入れられなかったし，大国として周辺に敵対国の存在を，ましてやその増

加を認められなかったのであろう。

アメリカの防衛線政策の変化は，朝鮮戦争の発生，束アジアの分断国家の固

定化，東アジアの冷戦構造の形成，今日に至る東アジア安全保障における朝鮮

半島問題と台湾問題をもたらした一要因である。後にアメリカはベトナムの分

断の固定化をも狙い，ベトナム戦争に介入したが，失敗に終わった。
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終わりに

以上，現代中国以前，とりわけ'919年から1950年までの時期に，後の中国

外交にインパクトする国際認識の基本形がいくつか形成された。それは抗日を

内容として一体化された民主主義と民族主義，大国化を追求する意識，国際組

織と大国外交を重要視する意識，社会主義国際主義の意識，といったものにま

とめられる。

なお，相手との共同利益を見つけて拡大させて，自らの目標を実現させるた

めの「統一戦線」を組むという伝統，そして「統一liih線」の結成のために極限

までの妥協を図る柔軟性の伝統も，この時期に形成されたものである。

このような現代中国以前に形成された国際認識の基本形は，現代中1垂|の時代

にその外交にインパクトし，またその中で新たな発展や変化も見たと思われる。

それらを考察することは今後の研究課題としたい。
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